都城市小規模修繕契約希望者登録制度の概要
【制度の目的】

 この登録制度は、修繕契約の受注や施工を希望する市内事業者を積極的に登録して受注機会の拡大を図り、市内経済を活性化することを目的とするものです。

【契約の範囲】

 小規模修繕の範囲は、市が発注する公共施設（市庁舎、市営住宅、小中学校、市立保育所、地区公民館など）の修繕のうち、次のものです。
１　内容が軽易で履行の確保ができるもの
２　１件の予定金額が１０万円を超えないもの
【登録の対象】

 市内に主たる事業所又は住所を有する事業者であれば、建設業許可の有無や経営組織の形態、従業員数は問いません。

 ただし、次のいずれかに該当する事業者は、申請の対象から除かれます。
１　精神の機能の障害により小規模修繕を適正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者並びに破産者で復権を得ていない者

２　契約を履行するために必要な資格や免許等を取得していない者

３　市税、消費税及び地方消費税を滞納している者

４　代表者又は法人の役員が都城市暴力団排除条例（平成23年条例第21号）

第２条第３号に規定する暴力団関係者である者

 なお、建設工事等の建設業者等有資格業者名簿に登録している事業者は、申請の必要はありません。

【申請方法】
 申請書類は次のとおりです。

１　小規模修繕契約希望者登録申請書
２　印鑑証明書（写し可）
３　契約を履行するために必要な資格や免許等の写し
４　法人の場合は、登記事項証明書（写し可）、個人の場合は身分証明書（写

し可）
５　消費税及び地方消費税未納税額のない証明「様式その３（その３の２、その３の３可）」　（写し可）
６　市税に関する滞納のない証明書（様式第１６号）又は都城市税の納税調査に関する同意書
　　※『都城市税の納税調査に関する同意書』 をご提出いただいた事業者様は、滞納のない証明書をご準備いただく必要はございません。

※納税状況調査への同意をいただけない場合には、市税に関する滞納のない証明書をご自身でご準備いただき、提出してください。
７　営業経歴書
８　役員等名簿

【有効期間】

　有効期間は令和８年４月１日から令和１０年３月３１日までの２年間です。

【契約者の選定】

　原則として２者以上の事業者から見積書を徴して、最低の価格を提示した事業者と契約します。　

【契約の履行】

　契約の履行は、都城市財務規則及びその他関係法令に基づき、信義に従って誠実に履行することとします。

　なお、下請は、原則として認めておりません。契約の履行は、事業者の自主施工となります。

【代金の支払い】

　代金の支払いは、完了検査に合格した後、請求書を受けてから３０日以内となります。

　なお、前金払及び部分払はしません。

【名簿の公表】
　この登録制度では、登録制度の透明性を確保するために、登録事業者の名簿を公表します。

【小規模修繕の種類及び具体例】
	№
	業種
	修　繕　の　例　示

	１
	大工　
	大工修繕、型枠修繕、造作修繕等

	２
	左官　
	左官修繕、モルタル修繕、吹付け修繕、とぎ出し修繕、洗い出し修繕、ブロック・レンガ積み、タイル張り等

	３
	電気　
	電気・照明設備修繕、照明器具修繕、送配電設備修繕、受電・配電盤修繕等

	４
	管　
	冷暖房設備修繕、空調設備修繕、給排水・給湯設備修繕、厨房設備修繕、水洗便所設備修繕、ガス管配管修繕、ダクト修繕等

	５
	板金　
	板金加工修繕、建築板金修繕等

	６
	建具　
	ガラス修繕、サッシ修繕、シャッター修繕、金属製・木製建具修繕等

	７
	塗装　
	塗装、ライニング、布張り仕上げ、路面表示等

	８
	内装　
	インテリア修繕、天井仕上げ修繕、内装間仕切り修繕、カーテン・ブラインド修繕等


※上記以外の業種についても登録可能です。

様式第１号（第４条関係）
小規模修繕契約希望者登録申請書
令和　　年　　月　　日

都城市長　宛て

市が発注する小規模修繕契約について、名簿への登録を申請します。
	住所又は所在地
	〒　　　　－

都城市

	フリガナ
	
	実　印

	氏名又は名称
	
	

	フリガナ
	
	

	代表者氏名
	
	

	電話番号
	　　－
	ＦＡＸ番号
	　　－


希望業種（希望する順に３業種以内）
	希望順位
	希望業種
	資格、免許等を有する場合は、その種類及び名称等
	営業年数

	１
	
	
	年

	２
	
	
	年

	３
	
	
	年


※　希望業種のうち、資格、免許等が必要な業種については、その資格、免許等の種類及び名称等を記入し、これらを有することを証明する書類の写しを添付してください。

添付書類　□印鑑証明書（写し可）　　　□資格（免許）証の写し(必要な場合のみ)

　　　　　□商業登記簿謄本(身分証明書)（写し可）□役員等名簿
□市税に関する滞納のない証明書又は都城市税の納税調査に関する同意書
　　　　　□営業経歴書（該当がない場合も「該当なし」と記入して提出下さい。）
添付している書類の□にチェックを入れてください。なお、添付書類に不足がある場合は受付できません。

※　証明書の写しについては、申請日前３ヶ月以内のもののみ有効です。

小規模修繕の種類及び具体例

	№
	業　　種
	修　繕　の　例　示

	１
	大　　工
	大工修繕、型枠修繕、造作修繕等

	２
	左　　官
	左官修繕、モルタル修繕、吹付け修繕、とぎ出し修繕、洗い出し修繕、ブロック・レンガ積み、タイル張り等

	３
	電　　気
	電気・照明設備修繕、照明器具修繕、送配電設備修繕、受電・配電盤修繕等

	４
	管
	冷暖房設備修繕、空調設備修繕、給排水・給湯設備修繕、厨房設備修繕、水洗便所設備修繕、ガス管配管修繕、ダクト修繕等

	５
	板　　金
	板金加工取付け修繕、建築板金修繕等

	６
	建　　具
	ガラス修繕、サッシ修繕、シャッター修繕、金属製・木製建具修繕等

	７
	塗　　装
	塗装、ライニング、布張り仕上げ、路面表示等

	８
	内　　装
	インテリア修繕、天井仕上げ修繕、内装間仕切り修繕、カーテン・ブラインド修繕等




営　　業　　経　　歴　　書
　　　（業種）　　　　　　　　　　　　
	注　　文　　者
	下請の区別
	業　　　務　　　名
	業務場所のある

市　　町　　村
	契　約　金　額

　　　　　（千円）
	着手年月

	
	
	
	
	
	完成又は完成予定年月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　　　年　　　月


　　　記載要領

　　　１　この表は、登録を希望される業種ごとに作成してください。

　　　２　この表は、直前２年間の主な完成業務及び直前２年間に着手した主な未完成業務について記載してください。

　　　　　※直前２年間とは、申請日の直前２年間を指します。（例）令和６年４月１日申請の場合・・・令和4年4月1日以降令和6年3月31日までの期間

　　　３　下請業務については、「注文者」欄には直接注文した元請負人の商号又は名称を記載し、「業務名」欄には下請業務の名称を記載してください。
※上記以外の業種についても登録可能です。








